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1.ZEBの普及状況
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ZEBとは

ZEB(ネットゼロ・エネルギー・ビルディング)

建物の高断熱化・設備の高効率化・自然エネルギーの利用などにより、室内環境の質を維持しつつ大幅な
省エネルギー化を実現した上で、再生可能エネルギーを導入することにより、年間の一次エネルギー消費量
の収支をゼロとすることを目指した建築物

出典：環境省ZEBポータルHP（https://www.env.go.jp/earth/zeb/detail/01.html）
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ZEBとは

• 評価項目

• エネルギー使用量の削減率（BEI） BEI=0.5 (50%削減) ➡ ZEB ready

基準一次エネルギー消費量（地域、建物用途・面積で決まる値)

設計一次エネルギー消費量（実際の建物の設計仕様を反映）
BEI ＝

空調 換気 照明 給湯 EV 創エネ（太陽光）

出典：札幌市HP（https://www.city.sapporo.jp/）
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ZEB化によるメリットとは

出典：環境省ZEB PORTAL HP（ https://www.env.go.jp/earth/zeb/index.html ）
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ZEB普及に向けた政策動向

 2014年4月第4次エネルギー基本計画
建築物については、2020年までに新築公共建築物等で、2030年までに新築建築物の平均で
ZEBを実現することを目指す。

 2010年6月第3次エネルギー基本計画
ビル等の建築物については、2020年までに新築公共建築物等でZEBを実現し、2030年までに
新築建築物の平均でZEBを実現することを目指す。

 2018年7月第5次エネルギー基本計画
今後は、将来の建築物の省エネルギー性能の標準とすることを見据え、非住宅建築物については、
2020年までに国を含めた新築公共建築物等で、2030年までに新築建築物の平均でZEBを実現
することを目指す。

 2021年10月第6次エネルギー基本計画
・2050年に住宅・建築物のストック平均でZEH・ZEB基準の水準の省エネルギー性能が確保さ
れていることを目指す。
・2030年度以降新築される住宅・建築物について、ZEH・ZEB基準の水準の省エネルギー性能
の確保を目指し、整合的な誘導基準・住宅トップランナー基準の引き上げや、省エネルギー基準の段
階的な水準の引き上げを遅くとも2030年度までに実施する。
・加えて、規制強化のみならず、公共建築物における率先した取組を図るほか、ZEHやZEBの実証
や更なる普及拡大に向けた支援等を講じていく。
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ZEB普及に向けた政策動向

計画名/年月 ZEB普及に関する記載

環境省
政府実行計画

政府関係機関及び関係団体、地方公共団体等に対する計画

2016月5月 ・建築物の省エネルギー性能向上等により、2020年度までに新築建築物
でZEBを実現することを目指す。

2021年10月 ・今後予定する新築事業については原則 ZEB Oriented 相当以上とし、
2030年度までに新築建築物の平均で ZEB Ready 相当となることを
目指す。

国交省
官庁施設の環境
保全性基準

国交省官庁営繕部及び地方整備局等営繕部が官庁施設の営繕を実施
するための基準

2021月3月
・延床面積300m2以上は、設計一次エネルギー消費量を「省エネ基準」
(BEI≦1.0)より１割程度削減した水準(BEI≦0.9)とするよう規定

2022年4月
・政府実行計画の改定を踏まえ、一次エネルギー消費性能を、新築する場
合は原則 ZEB Oriented 相当以上とする。
・新築以外の場合は、省エネ性能向上のための措置を講じる。

 カーボンニュートラル実現を目指した政策の大転換を受けて、各種計画や基準も改定

 まずは、政府自らが率先すべきとして公共建築物に対する規制強化がなされた
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ZEB普及に向けた政策動向

出典：国土交通省HP（https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/content/001402197.pdf）

 平成27年に制定された「建築物省エネ法」は、建築物の省エネ性能の向上を図るため、以下の措置を一体
的に講じた
①大規模非住宅建築物の省エネ基準適合義務等の規制措置
②省エネ基準に適合している旨の表示制度および誘導基準に適合した建築物の容積率特例の誘導措置

300㎡以上の非住宅建築物については省エネ基準への
適合が義務化(2021年4月施行)

2021年3月まで 2021年4月から
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ZEB普及に向けた政策動向

出典：国土交通省HP（https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/content/001402197.pdf）

2022年10月
建築物省エネ法の誘導基準、
低炭素建築物の認定基準の引上げ
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ZEB普及に向けた政策動向

出典：国土交通省HP（https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/content/001402197.pdf）

BEI0.6～0.7が求められる
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ZEB普及に向けた政策動向

出典：国土交通省HP（https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/content/001402197.pdf）

2024年度春頃
大規模非住宅の省エネ基準の引上げ
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ZEB普及に向けた政策動向

出典：国土交通省HP（https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/content/001402197.pdf）
用途別に基準の引き上げ 12



ZEB普及に向けた政策動向

出典：国土交通省HP（https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/content/001402197.pdf）

2025年度以降
原則全ての新築住宅・非住宅に省
エネ基準適合を義務付け
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ZEB普及に向けた政策動向

出典：国土交通省HP（https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/content/001402197.pdf）

 2025年度からは全ての新築住宅・新築非住宅に省エネ適合義務が課せられる
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ZEB補助金の概要

出典：ゼロエネルギー支援株式会社HP（https://zero-energy.jp/）

 新築民間案件のZEB補助金分類は10,000㎡未満は環境省補助金、
10,000㎡以上では経済産業省補助金が整備されている
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環境省ZEB補助金(令和5年度予算案)

出典：環境省HP（https://www.env.go.jp/earth/earth/ondanka/enetoku/2023/）

令和4年度予算案より約4億円増額
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環境省ZEB補助金(令和5年度予算案)

出典：環境省HP（https://www.env.go.jp/earth/earth/ondanka/enetoku/2023/）

レジリエンス強化 ZEB化
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環境省ZEB補助金(令和5年度予算案)

出典：環境省HP（https://www.env.go.jp/earth/earth/ondanka/enetoku/2023/）

レジリエンス強化 ZEB化
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ZEB補助金利用のスケジュール

新築物件補助金想定スケジュール(R4年度環境省新築建築物のZEB化支援事業)

6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月

補助金対象外工事

公募期間 審査

交付決定
手続き

交付
決定

補助金対象工事

完了報告

２か年目
工事

発注
契約

補助金精算

 補助金対象工事の契約・発注は交付決定後でなければできない

※補助金対象外の工事は補助金スケジュールと関係なく契約・発注可能

 原則申請年度内に工事完了（1月末まで）する必要があるが、２か年事業の申請が認められる場合もある

※２か年事業の場合は4月末から6月上旬まで工事中断期間が発生する

⇒補助金を利用する場合は、下記スケジュールに合わせた建築計画が必要となる

補助金対象工事停止期間
※2か年事業の場合
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①環境省レジリエンス強化型補助金採択件数(R4年度)

 「新築・既築建築物のZEB化支援事業(レジリエンス強化型)」における採択件
数は15件が交付決定している。応募件数は未公表。

 レジリエンス強化型補助金においては、ZEB Readyでも採択されている。

事務所

7件

病院

4件

集会所

2件

ホテル

1件

学校

1件
建物用途

『ZEB』

2件

Nearly 
ZEB

3件
ZEB 

Ready

10件

ZEBランク

新築

12件

既築

3件

工事種別

出典：一般社団法人環境共創イニシアチブHP（https://sii.or.jp/）
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②環境省ZEB化補助金採択件数(R4年度)

 「新築・既築建築物のZEB実現に向けた先進的省エネルギー建築物実証事
業」における採択件数は18件が交付決定している。応募件数は未公表。

 Nearly ZEB以上の案件のみが採択されている。

事務所

14件

百貨店

3件

飲食店

1件

建物用途

『ZEB』

14件

Nearly 
ZEB

4件

ZEBランク

新築

16件

既築

2件

工事種別

出典：一般社団法人環境共創イニシアチブHP（https://sii.or.jp/）



22

経済産業省ZEB補助金(令和5年度予算案)

出典：経済産業省HP（https://www.enecho.meti.go.jp/）

令和4年度予算案より約13億円減額
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経産省補助金採択件数(R4年度)

 申請件数が11件で9件が交付決定している。(うち2件は取り下げ)

出典：一般社団法人環境共創イニシアチブHP（https://sii.or.jp/）



• 2017年度から制度開始、一般社団法人環境共創イニシアチブ(sii)が毎年度公募

• 2021年3月31日時点で386法人がZEBプランナー登録している。うち北海道で対応可能
なプランナー数は227法人。

• 1法人につき1登録で、登録種別は「設計」「コンサルティング等」の２種類

→「コンサルティング等」の登録には、会社・個人資格、コンサル等の実績は不問

• 国のZEB補助金活用には、プランナーの関与・リーディングオーナーへの登録が必須条件

ZEBプランナーとは

ZEBプランナーとは
ZEBの普及拡大、ZEB実現を目指す事業者支援を目的として以下を行う事業者（設計・コンサル）

ZEBに関する
相談窓口の設置

業務支援の実施
（建築設計、その他設計、
コンサルティング等）

ZEB実現に向けた
プランニングの実施
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ZEBリーディングオーナーとは
「ZEBリーディング・オーナー」とは、ZEB Ready以上の性能を有する建築物を所有、もしくは計画を保有
している建物オーナーと定められ、（一社）環境共創イニシアチブがこれを登録、公表しています。 ZEB
リーディング・オーナーは、自らのZEB普及目標やZEB導入計画、ZEB導入実績を一般に公表します。



ZEBプランナー登録要件変更

出典：一般社団法人環境共創イニシアチブHP:（https://sii.or.jp/zeb04/planner/）
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2022年度よりZEBプランナー制度がフェーズ2に移行となり登録要件が変更

 設計登録する場合「2025年度に自社が受注
する設計業務のうちZEBが占める割合を50%
以上」を掲げることが要件

 コンサル登録する場合「2025年度に自社が
受注するコンサル業務のうちZEBが占める割
合を50%以上」を掲げることが要件

 「省エネ建築物のプランニング実績」が不要に



2.ZEB設計のポイント
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ZEB達成への道筋

出典：環境省ZEB PORTAL HP（https://www.env.go.jp/earth/zeb/about/03.html）
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ZEB設計におけるポイント
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 基本計画・基本設計段階など早期からのZEB化検討が望ましい。

断熱検討

まずは断熱材
から検討を開始

費用対効果を
考慮して決定
する

負荷削減
検討

適正換気量の
検討や全熱交
換器の導入等

照明負荷の
検討

適正負荷
把握

負荷削減検討
から適正負荷を
把握

設備選定

省エネ性能の
高い高効率機
器を選定。
省エネ制御の
導入を検討す
る。

創エネ選定

太陽光発電等
の創エネを検討BEI≦0.5

BEI>0.5ならば再検討



省エネ計算手法について

標準入力法とモデル建物法の違い

評価方法 モデル建物法 標準入力法

計算対象 主たる部屋のみ 全ての部屋

メリット ・簡易的な入力のみで計算可 ・高評価の計算結果が得られる

デメリット ・比較的保守的な計算結果となる ・入力箇所が多く、労力を要する

出典：国土交通省 建築物省エネ法に基づく基準の整備について(テキストのみ) https://www.mlit.go.jp/common/001103748.pdf 29



BEI（Building Energy Index）の定義

出典：大規模非住宅建築物の省エネ基準の引上げについて(テキストのみ) https://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/content/001488406.pdf
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BPI（Building PAL Index）の定義

BPI =

年間熱負荷の基準：BPI

設計PAL＊

基準PAL＊

出典：「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（建築物省エネ法）の概要」 https://www.ibec.or.jp/ee_standard/files/outline_pamphlet.pdf
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基準設定外皮仕様について(例：事務所用途)

出典：平成28年省エネルギー基準に準拠したエネルギー消費性能の評価に関する技術情報（非住宅建築物）基準一次エネルギー消費量の算定根拠
https://www.kenken.go.jp/becc/documents/building/Definitions/kaisetsusyo_DefaultSpec_20140602.pdf

■基準設定外壁仕様(事務所用途) ■基準設定窓仕様(1・2地域)
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ZEBの計算：標準入力法（WEBPRO）

 建築研究所のHPに公開されているエクセルシートに設計内容を入力し、WEBサイトに
ドラッグ＆ドロップするとすぐに計算結果が出力される

 入力項目は、室構成（面積等）、外皮（断熱、窓等）、空調、換気、照明、給湯等で
それぞれの項目を詳細に入力する必要がある

照明シート

給湯シート

建物外皮シート

空調シート
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標準入力法（WEBPRO）計算結果例

BEI=0.44
ZEB Ready達成
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建物用途ごとのエネルギー消費量割合

＜大規模非住宅建築物における設備別エネルギー使用量割合＞

出典：大規模非住宅建築物の省エネ基準の引上げについて(テキストのみ)https://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/content/001488406.pdf

 工場等を除くと、全用途において空調、照明の割合が大きい
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空調方式について

36

引用：環境省ZEB PORTAL HP https://www.env.go.jp/earth/zeb/detail/06.html#a03



空調における省エネ化のポイント

 空調熱負荷の削減と熱源の高効率化(高COP)が重要である。
 機器ごとに運転効率の特性曲線が定められており、年間の空調負荷を計算する際に低負荷時は機器

効率が低下する。したがって、熱源の選定時に機器能力が過大にならないように適切に設計することで
低負荷運転の時間が減り省エネ化に繋がる。

個別熱源方式

EHPビルマルチ空調
出典：三菱電機(株)

GHPビルマルチ空調
出典：パナソニック産機システムズ(株)

例）

fpri：電力の一次エネルギー換算係数

出所：大規模非住宅建築物の省エネ基準の引上げについて(テキストのみ)https://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/content/001488406.pdf
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空調における省エネ化のポイント

中央熱源方式
 中央熱源方式は搬送動力(ﾎﾟﾝﾌﾟ・ﾌｧﾝ)が必要となるため、熱源本体と空調機だけでなく
搬送動力における適切な機器選定や高効率化、省エネ制御が重要となる。

ターボ冷凍機
出典：三菱重工サーマルシステムズ(株)

fpri：電力の一次エネルギー換算係数

温水ボイラー
出典：昭和鉄工(株)

出所：大規模非住宅建築物の省エネ基準の引上げについて(テキストのみ)https://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/content/001488406.pdf
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照明における省エネ化のポイント
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fpri：電力の一次エネルギー換算係数

例）自然採光の活用
建物の開口部から昼間の自然光を取り入れ、
人工照明の利用を減らす省エネ技術により、
照明機器の選定・配置を効率的にする

出典：環境省ZEB PORTAL HP https://www.env.go.jp/earth/zeb/detail/06.html#a03

 高効率照明の採用・容量ダウン
⇒高効率照明の導入や、適切容量の把握・台数の見直しにより消費電力を削減する

 省エネ制御の導入
⇒タイムスケジュールによる点灯・照明制御、人感センサーによる自動調光、
明るさセンサーによる自動調光制御などが挙げられる



換気における省エネ化のポイント
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ダクト用換気扇
出典：三菱電機(株)

fpri：電力の一次エネルギー換算係数

出典：三菱電機 ホームページhttps://www.mitsubishielectric.co.jp/ldg/ja/air/products/ventilationfan/duct/index.html

 設備本体の容量ダウン
⇒適切な容量を見直すことで、消費電力を抑える

 省エネ制御の採用
⇒インバーター制御やCO2濃度制御といった省エネ制御を導入する



さらにコージェネレーションの排熱利用により
消費エネルギーを削減可

給湯における省エネ化のポイント

エコキュート
出典：三菱電機(株)

潜熱回収型給湯器
出典：リンナイ(株)

マイクロコージェネレーション
出典：ヤンマーエネルギーシステム(株)

 高効率機器の採用
⇒機器効率が高い設備を導入するとBEIが向上する

 自然・未利用エネルギーの活用
⇒太陽光集熱器やコージェネ排熱の有効利用により消費エネルギーを削減可能
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3.北海道内におけるZEB事例紹介
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北海道内新築ZEB事例紹介（2022年2月時点）

出典：SII ZEBリーディングオーナー 導入実績HP （https://sii.or.jp/zeb/leading_owner/search/example/）

事務所

24件

物販

3件

ホテル

2件

病院

1件

北海道事例 建物用途

『ZEB』

5件
Nearly ZEB

3件
ZEB 

Ready

22件

北海道事例 ZEBランク
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リコージャパン
帯広事業所

帯広市

『ZEB』

0/0.70

540

北海道という立地条件
を活かし、夏季は自然
通風により概ね冷房を
使わず快適なオフィスを
目指し、また断熱強化
で冬季の快適性も確保
した。

北海道内新築ZEB事例紹介（2022年登録）

44

奥尻町総合庁舎

奥尻町

ZEB Ready

0.45/0.52

2,443

ZEB庁舎として省エネと
レジリエンスの強化を達
成した。
地産地消できる再生可
能エネルギーとして地中
熱HPや太陽光発電を
導入した。

名称 竹中工務店北海道
地区FMセンター

ドーコン本社ビル

所在地 札幌市 札幌市

ZEBランク ZEB Ready ZEB Ready

BEI/BPI 0.48/0.56 0.48/0.65

延床面積 856 16,665

特徴

構造・仕上げに100%
道産木材を採用した木
造建築であるほか、計
画地で豊富な地下水を
利用した熱源、空調シ
ステムにする等、省エネ
ルギー化を図った。

高断熱化や日射制御に
よるBPIの向上、EHP・
GHPの併用、地域暖房
の活用、太陽光発電の
導入等により省エネル
ギー化を図った。

出典：SII ZEBリーディングオーナー 導入実績 https://sii.or.jp/zeb04/



建物名称 ディジタルビル

施主/設計 （株）恵和ビジネス/（株）創建社

建設地 札幌市中央区大通東８丁目1-100

竣工 2022年12月

ZEBランク ZEB Ready（BEI:0.44）

建物仕様 地上３階（RC造）、延床面積856㎡

外皮
屋根・外壁：吹付硬質ウレタンフォーム100mｍ
窓：Low-E複層ガラス

空調
電源自立型GHP(20馬力)×1台
冷暖切替GHP(13馬力)×1台

換気 全熱交換器（事務所）、第三種換気（トイレ等）

給湯 32号FFガス給湯器(循環型)

照明
LED照明
制御：人感検知（廊下等）、明るさ検知（事務所）

昇降機 電力回生あり、ギアレス

レジリエンス性を高めたZEB事例①

電源自立GHP
20馬力
冷房COP：1.24
暖房COP：1.53

冷暖切替GHP
13馬力
冷房COP：1.40
暖房COP：1.55 45



電源自立型GHP

自立発電機能を有する電源自立型GHP（ガスヒートポンプ）の導入により、
災害時にも業務継続可能なレジリエンス強化を図る

停電時にも空調や照明、充電コンセントが使用可能

46

胆振東部地震や暴風雪に
よる停電発生を通じて、
レジリエンスの重要性が再認
識されている



導入設備の概要
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 高断熱化により空調負荷を低減した

 電源自立型GHPの導入によるレジリエンス強化型ZEB

 照明はLED照明（人感検知、明るさ検知制御）の導入によりBEIを低減

 即出湯機能付きガス給湯器の導入で、快適性を確保しつつ給湯のBEIを低減

0

200

400

600

800

1000

1200

基準 設計

空調 換気 照明 給湯 昇降機

空調BEI
▲0.49

照明BEI
▲0.72

レジリエンス性を高めたZEB事例① 省エネ計算内訳
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ランニング

コスト

CN(※)コスト

ランニング

コスト

ZEB
Ready

ランニングコスト

基準仕様

76t

年間CO2排出量

36t

ZEB
Ready

カーボン
ニュートラル化

40t

削減

36t

削減

基準仕様

CN(※)コスト

カーボンニュートラル化に向けたさらなる取組

実質0t

 ZEB化に加え、カーボンニュートラル（CO2排出量実質ゼロ）な天然ガス・電気を採用
することでカーボンニュートラルビルを実現

 建物のZEB化により、エネルギー使用量・CO2排出量を大幅に減らすことで、
カーボンニュートラル化のコストを掛けても、通常建物よりもランニングコストを削減

※CN：カーボンニュートラル 49



カーボンニュートラルLNGとは

 天然ガスの調達から最終消費までの過程で発生するCO₂を、森林保全等プロジェクトから創出
されたCO₂クレジットで相殺した「CO₂排出量実質ゼロ」の天然ガス。

天然ガスの調達
カーボンニュートラル

天然ガス

CO2クレジット

エネルギー
事業者

出典：カーボンニュートラルLNG ホームページhttps://carbon-neutral-lng.jp/cnl-feature/
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51

「実質再生可能エネルギー100%電力」とは

 再エネ指定の非化石証書を付与することにより、実質的に再生可能エネルギー100％
かつCO2排出量ゼロとしてみなされる電力。



建物名称 中央バス商事本社ビル

施主
設計

北海道中央バス（株）
（株）泰進建設

建設地 札幌市西区二十四軒3条7丁目38

竣工 2022年10月

ZEBランク ZEB Ready（BEI:0.48）

建物概要 地上2階（木造）、延床面積485㎡

外皮
屋根・外壁：フェノールフォーム保温板（外断熱）

グラスウール、ロックウール（内断熱）
窓：Low-E三層ガラス（断熱ガス）

空調 電源自立型GHP(20馬力)×1台

換気 全熱交換器（事務所等）、第三種換気（トイレ等）

給湯 電気温水器

照明
LED照明器具
制御：人感検知（廊下等）

レジリエンス性を高めたZEB事例②

電源自立GHP
20馬力
冷房COP：1.24
暖房COP：1.53 52



導入技術の概要

53

外断熱及びトリプルガラス
樹脂サッシの採用



 高断熱化、樹脂サッシ・Low-Eトリプルガラスの採用により開口面積を確保しつつ空調
負荷を低減した

 電源自立型GHPの導入によるレジリエンス強化を図った
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基準 設計

空調 換気 照明 給湯 昇降機

空調BEI
▲0.50

照明BEI
▲0.62

レジリエンス性を高めたZEB事例② 省エネ計算内訳
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ZEB事例紹介まとめ

 パッシブ技術(外皮性能の向上等)やアクティブ技術(高効率機器の導入等)により

負荷を削減し、最適容量で設備選定することで省エネ化に繋がる

 快適性や生産性の向上が期待できる

 電源自立型機器や蓄電池の採用により、災害時にも建物機能を維持できる

 ZEB化により建物のエネルギー需要を抑制することで、非常時のエネルギー

自立性が高まる

 太陽光発電等の再生可能エネルギー導入といった需要側のアプローチのほか、

カーボンニュートラルメニュー（電気・ガス）採用によるエネルギー供給側の

アプローチが可能である

１．徹底した省エネ

２．レジリエンス強化

３．エネルギーの脱炭素化
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4.エネルギー面的利用の事例紹介
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46エネルギー
センター

2002年度稼働

※出典：札幌市エネルギービジョン 【都心エネルギーネットワーク推進事業】より抜粋

エネルギー面的利用のご紹介 北4東6周辺地区

57

 既存の熱供給基盤を活用し、天然ガスコージェネレーションを導入
 自立分散型エネルギー供給拠点の整備と、熱導管と電力ネットワークの構築を推進
 系統電力負荷の低減・都市の低炭素化に加え、エネルギーセキュリティ機能を強化

出典：札幌市エネルギービジョン

※現在は「札幌市気候変動対策
行動計画」が策定されたため統合



第Ⅰ街区

ザ･タワーズフロンティア札幌

46エネルギー
センター

北ガスアリーナ札幌46
（札幌市指定基幹避難所）

第Ⅱ街区

・イニシアグラン札幌イースト
・スポーツクラブNAS 
Vit Park 札幌

電力供給網

中圧ガス導管

■主要設備概要
・天然ガスコージェネレーション 315kW ×2台
・温水ヒータ 930kW×4台、733kW×2台
・吸収式冷凍機 270RT×1基 150RT×1基
・太陽熱集熱器 77kW(集熱面積120m2)
・地中熱ヒートポンプ 34kW×1基

非常時にも供給継続

エネルギー面的利用のご紹介 北4東6周辺地区
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エネルギー面的利用のご紹介 新さっぽろ駅周辺地区Ｉ街区
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 大和ハウス工業㈱様が代表事業者となり、2019年４月から着工。2023年11月街区内全建築物
完成予定。

 病院4棟（うち1棟がメディカルテナントビル）、分譲マンション、商業施設、ホテルの7物件で構成
 「新さっぽろエネルギーセンター」が街区内のエネルギーの需要・供給の双方をCEMS(地域エネルギーマ

ネジメントシステム)で一括管理することで、街区全体で省エネを推進
⇒地区でCO2排出量35%削減目標

新さっぽろ
エネルギー
センター
（B1F、1F）

N

N



60

エネルギー面的利用のご紹介 新さっぽろ駅周辺地区Ｉ街区

災害により、系統からの電力が遮断されてもCGSにより街区内の施設にエネルギーを安定供給

■主要設備概要
・天然ガスコージェネレーション 1,271kW ×2台
・排熱投入型蒸気焚吸収式冷凍機 500RT×2台
・小型貫流ボイラ 2.5t/h×4台
・地中熱ヒートポンプ 暖房能力25.1kW

冷房能力22kW

CEMS

オートチューニング
需要に合わせ、機器の設定を
変更し運転効率を最大化

利用者参加型
エネルギーマネジメント
利用者とともに、快適性を
維持しながら省エネを実現


